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総合資源エネルギー調査会 

省エネルギー・新エネルギー分科会／電力・ガス事業分科会 

再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会 

再生可能エネルギー長期電源化・地域共生ワーキンググループ（第 11回） 

 

日時 令和５年９月 26日（火）14：00～15：35 

場所 オンライン開催 

 

１．開会 

 

○能村新エネルギー課長 

 定刻になりましたので、ただいまから再生可能エネルギー長期電源化・地域共生ワーキ

ンググループの第 11回会合を開催いたします。 

本日の会合もオンラインでの開催となります。トラブルやご不明な点がございましたら

事前に事務局より連絡させていただいておりますメールアドレス、連絡先までご案内くだ

さい。 

本日の会合ですけれども、大関委員がご欠席、大貫委員が途中でご退席される予定でご

ざいます。 

それでは、山内座長に事後の進行をお願いいたします。よろしくお願いします。 

○山内座長 

 承知いたしました。 

 どうも皆様、お忙しいところ、ありがとうございます。 

議事に入りますが、まずは事務局から、本日の資料の確認をお願いします。 

○能村新エネルギー課長 

 本日の配付資料一覧にもありますとおり、議事次第、委員等名簿、資料１として、残さ

れた論点について、資料２といたしまして、再生可能エネルギー長期電源化・地域共生ワ

ーキンググループ第２次取りまとめ（案）、資料３といたしまして、第２次取りまとめ

（案）の概要、参考資料１として、第２次取りまとめ（案）の参考資料、参考資料２とい

たしまして、太陽光発電設備の開発許可等の基準や運用の考え方についてをご用意してご

ざいます。 

 以上です。 

 

２．説明・自由討議 

 （１）残された論点について 

 

○山内座長 
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 よろしゅうございますでしょうかね。 

 それでは、議事に入りますけれども、本日の会合は、議事次第にありますように１と２、

まず最初に、残された論点ということを前半で議論したいと思います。 

 それで、これは事業譲渡等の計画内容に変更があった場合の取扱いと、それから入札対

象案件の場合の説明会の問題、開催時期などであります。これは事務局から残された論点

についての内容を用意していただきますので、これを議論いただくということですね。 

 後半ですけども、後半は、ご議論いただいたものを取りまとめ（案）ということで事務

局に用意してもらいました。この取りまとめ（案）について後半で議論したいと思います。 

 それでは、前半の議論として、資料１ですね、ご説明をお願いいたします。 

○能村新エネルギー課長 

 事務局でございます。 

 資料の１をご覧いただければと思います。残された論点というところでございます。 

 スライド、２ページ目をご覧ください。本検討会におきましても、８月の段階で事業譲

渡・実質的支配者の変更により事業者が交代する場合というときが来ましても、説明会開

催等を求める必要性は高いということで、説明会の開催またはそれ以外の方法による事前

周知を求めることが適切であるといったまとめをしていただいております。 

 また加えまして、再エネ設備計画の重要な事項に変更がある場合には、事業が周辺地域

に及ぼす影響等が変化するという観点から、同様に、説明会の開催を求めることが適切だ

というふうなまとめをしているところでございます。これらの論点についての、より具体

的な論点ということでございます。 

資料、３ページ目、ご覧いただければと思います。まず、一つ目でございますけれども、

事業譲渡・実質的支配者の変更があった場合の取扱いというものでございます。 

まず、事業譲渡等の変更があった場合におけます説明会等の実施のタイミングでござい

ます。一つ目の黒丸に書いてございますけれども、事業譲渡や実質的支配者の変更があっ

た場合には、ＦＩＴ／ＦＩＰ認定要件としての新規認定時に求める説明会の開催等に加え

て、この事業譲渡等の契約書の締結後と、また、事業譲渡等が対外的に発表される場合に

は、その発表後ということでございますけれども、その事業譲渡等の契約書の締結後に変

更認定申請前のタイミングというところの状況におきまして、説明会の開催等を求めては

どうかというものでございます。 

また、その実施のタイミングの次の項目になりますが、説明事項といたしまして、こう

した事業譲渡等の際の説明会で説明する事項といたしましては、従前の認定事業者、いわ

ゆる譲渡人ということと、また、あと変更認定申請により認定事業者となろうとする事業

者、譲受人ですけれども、その間の引継事項等を含めた説明を求めるということをしては

どうかということでございます。 

例えば※の一つ目に書いてございますけれども、特に譲渡人と自治体や住民の方との三

者協定とか、そういったものが締結されている場合などもあるわけでございますけれども、
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こういったことがきちんと譲渡人から譲受人に引き継がれるということが求められ、そう

したことの説明が必要となってくるということでございます。仮に説明会後に、こうした

説明されたプロセス等に従って引き継がれていないことが判明した場合には、説明会にお

いて虚偽の説明を行ったとして、この認定取消し等の対象になるということでございます。 

また、あわせまして、変更認定時の説明会における引継事項以外の説明項目につきまし

ては、改正特措法の施行後の場合におきまして、実際にその施行前に既に既認定のものと

いうことの場合には、再エネ特措法に基づく、いわゆる今回の認定要件下の対象になって

いるような説明会等を行っていないということでございますので、再エネ特措法上求めら

れる要件を全て充足する形での説明を求めてはどうかというもの。 

一方で②ですけれども、改正再エネ特措法施行後に、既に再エネ特措法に基づく説明を

行っている。したがって、基本的には施行後の新規認定案件などが想定されますが、そう

いったものにつきましては、前回行った説明会からの変更事項についての説明を求めては

どうかということでございます。 

また、あわせまして、三つ目の※ですけれども、実質的支配者の変更の場合というとこ

ろについては、実質的支配者が変更される旨の説明に加えて、引継事項等の説明を求める

こととしてはどうかというものでございます。 

３番目ですけれども、説明会開催の場合の出席者等でございます。新規認定のときの説

明会のときには、再エネ電気事業者の方々自ら出席ということをご議論いただいたわけで

ございますけれども、事業譲渡による計画内容の変更があった場合におきましては、譲渡

人と譲受人の双方が説明会に出席するということで、まさにこの検討会の冒頭にありまし

た顔の見える関係性をしっかりと地域と構築していくという観点から、このようなことが

適切ではないかということでございます。また、説明会開催以外の方法による事前周知の

場合におきましては、事前周知を譲渡人と譲受人の双方の名義で行うこととしてはどうか

というものでございます。 

なお、細かいところですが、※で、実質的支配者の変更の場合におきましては、新規認

定時の説明会と同様に、認定事業者自身が説明会に出席するということとしてはどうかと

いうことでございます。実質的支配者の場合は、認定事業者の、それ自身は変わっている

わけでは、ステータス自身は変わっているわけではございません。このような形が適切で

はないかというふうに考えているところでございます。 

続きまして、４ページ目でございます。事業譲渡等の計画内容に変更があった場合の取

扱い、②ということで、その他の計画内容の変更があった場合というところでございます。 

まず、一つ目の黒丸に書いてございますとおり、再エネ設備の認定出力ですとか、太陽

光であれば太陽光パネルの出力を一定規模以上変更する場合など、再エネ発電事業計画の

重要な事項を変更する場合には、事業が周辺地域に及ぼす影響等に変化があるということ

で、改めて説明会の開催等を求めるということが基本でございます。その際に、この「一

定規模以上」ということにつきまして、一つの論点ということでございます。 
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二つ目の黒丸をご覧いただきますと、現行のＦＩＴ／ＦＩＰ制度におきましては、いわ

ゆる価格変更事由といたしまして、20％以上の出力の減少を規定しているということなど

もございます。こうした現行の価格変更事由なども参考にしながら、再エネ発電事業計画

の変更の程度を一つ判断する閾値といたしましては、20％という割合を用いてはどうかと

いうことでございます。また、説明会の開催を求めるという観点からは、これまでも、こ

の検討会でもご議論いただいているとおり、いわゆる高圧以上のものとして 50ｋＷ以上の

ところにつきましては説明会を求めるという対象でございますので、いわゆる説明会を求

める閾値である 50ｋＷというところも一つの参考になるのではないかというふうに考えて

ございます。 

三つ目の黒丸ですが、これらを踏まえますと、再エネ発電設備の認定出力、または太陽

光の場合は太陽光のパネル出力ということにつきまして、「20％以上」または「50ｋＷ以

上」を増加させる場合は、改めて説明会の開催を求めてはどうかということでございます。

したがって、この 20％以上または 50ｋＷということ、例えば１ＭＷのところで 200ｋＷを

増設する場合には 20％以上ということになりますし、逆に１ＭＷで増設を 150ｋＷという

ところであった場合には、20％以上には該当しませんけども、50ｋＷを超えるというとこ

ろで説明会を求めるという形になるということでございます。 

※の１でございますけれども、これは念のための確認でございますけれども、認定出力

が、増加が 20％未満である場合にも、認定出力の増加自体は価格変更事由になりますよと

いうことの留意点を書いてございます。 

※の２は重要なポイントになりますけれども、新規認定時からの累計増加分が 20％以上

または 50ｋＷ以上という場合ということでございます。先ほどの例でいいますと、１ＭＷ

の太陽光の場合が 49.99 という形での増設を繰り返すということはできないということで

ございまして、新規の認定時から、もう 50ｋＷ以上になった場合には説明会の開催を求め

るぞという、そうした形ではどうかというものでございます。 

また、※の３ですけれども、説明会の開催またはそれ以外の方法による事前周知のいず

れかを求めるかについては、変更認定後の出力により判断することとしてはどうかという

ものでございます。 

最後、５ページ目になります。入札対象案件の場合の説明会等の開催でございます。入

札対象案件につきましては、入札対象外の案件と同様に、入札参加時、すなわち事業計画

提出時というところではなくて、ＦＩＴ／ＦＩＰの認定申請までに説明会の開催またはそ

れ以外の方法による事前周知を求めるということとしてはどうかということでございます。 

下にタイムラインも書いてございますけれども、例えば、先ほどありました一番下の赤

いタイムラインでございますけど、入札に係るタイムラインというところでございます。

入札参加の事業計画提出というところのタイムラインと、ＦＩＴ／ＦＩＰのところの認定

申請と落札後認定申請というところがございますが、それまでに必要な説明会を実施して

いくという形でございます。ただ、なお、当然ではございますが、ボックスの中の二つ目
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の黒丸に書いてございますとおり、周辺地域の住民への影響が大きい場合として、森林法

の林発許可等、林地開発許可など事前取得を求める場合ですとか、環境アセスの対象にな

る場合ですとか、条例などで景観等の保護を目的とした場合といったような関係で許認

可・届出を求めている場合とか、こういった場合につきましては、ＦＩＴ／ＦＩＰ認定申

請の前にかかわらず、申請前のタイミングのみならず、それぞれの場合に応じた複数回の

タイミングでの説明会の開催を求めるということになってございますので、この点につき

ましては入札対象案件についても変わらないということでございます。 

以上、事務局からの残された論点についての説明は以上になります。 

○山内座長 

 ありがとうございました。 

 残された論点ということで、積み残し、まず事業譲渡、それから実質的な支配者の変更、

それから計画内容の変更と、それから入札対象案件の場合の説明です。今日、後半で取り

まとめ（案）を議論していただきますけど、二つ大きなポイントがあって、その二つ目の

説明会のところで積み残されたところがあったということで、その詳細を事務局でご用意

いただいたということであります。 

それでは、先ほど言いましたように、これについて、まず皆さんからご意見、ご質問等

をいただきたいというふうに思います。 

チャットでいつものように発言希望という旨を入れていただければと思います。いかが

でしょうか。どなたかご発言、いらっしゃいますか。 

まず、興津委員から行きますかね。興津委員、どうぞご発言ください。 

○興津委員 

 興津でございます。どうもご説明、ありがとうございました。 

 私からは１点、お尋ねしたいことがございます。スライドの３ページです。スライドの

３ページの※の一つ目になりましょうか、譲渡があった場合に、その譲渡人、すなわち旧

事業者と、それから自治体あるいは住民との間に協定等が締結された場合に、その協定が

新事業者に引き継ぐことが求められ、その旨、説明会で説明が必要となると。虚偽の説明

をした場合には認定取消し等の対象となるという文章がございます。この点について、そ

の協定というものは、基本的に契約としての性格を有するかと思いますので、まず旧事業

者が締結した協定契約が新事業者譲受人にその契約上の地位が受け継がれるかどうかとい

うのは、まずもって民法における契約法の規律するところかと思います。ちょっと私、契

約法自体、専門家ではありませんが、場合を分けて考えますと、その契約上、協定上の地

位が特段の意思表示なくして、当然に引き継がれるという場合もあるのかなというふうに

思います。もし、そのような類型の場合には、引き継ぐということは当然の前提とした上

で、その新事業者譲受人が、その協定契約上の義務・債務を履行する責任を負うというこ

とになろうかと思いますので、そのことを説明会できちんと宣言、確認していただくこと

が必要なのかなと理解をいたしました。 
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あるいは、その協定契約上の地位が当然に引き継がれない場合に、その新事業者譲受人

と自治体、住民との間で新規に協定契約を締結するというケースもあり得るのかなという

ふうに思いました。その場合には、まず大原則といたしまして、協定契約というものは、

その事業者と、それから自治体、住民との任意の意思に基づいて締結されるものというこ

とになると思いますので、その事業者の意思の任意性を確保しておくということはまず大

前提になろうかなと。この新規に協定を締結することを拒んだことによって、不利益的な

措置が結びつけられるということは適切ではないように思いました。ただ、その任意とは

いえ、新規に協定を仮に締結しないという決定を事業者がした場合には、そのことが説明

会で説明を求められることになるのかなというふうに考えました。その認定取消しの対象

となるというのは、例えば旧事業者の協定を引き継がなかった、あるいは新規に協定を締

結しなかったという、そのことに基づいて認定取消しになるというのではなくて、本来、

説明会で説明すべきことを説明しないとか、あるいは引き継ぐ気がないのに、あるいは新

規に締結する気がないのに引き継ぎますと、あるいは締結しますということを言ったとい

う、そのことに基づいて認定取消し等の対象になるというふうにこの文章は理解できるか

なと思いましたので、その点、ちょっと事務局のほうに確認をお願いできればと思います。 

要約して申しますと、その協定締結の契約自体はあくまで任意に任せられるべきであっ

て、それを拒否したことに基づいて認定取消し等の不利益を結びつけることは適切ではな

いだろうと。この※は、もちろんそのようには書かれておりませんで、あくまでも説明会

における説明の内容を対象としているという点をご確認いただければと思います。 

私からは以上です。 

○山内座長 

 ありがとうございます。後ほど一括して事務局からご回答いただきます。 

次は松本委員、どうぞご発言ください。 

○松本委員 

 ありがとうございます。事務局におかれましては丁寧にまとめていただきまして、あり

がとうございます。この中で１点、質問させていただきたいことがあります。３ページ、

説明会の実施のタイミングですが、「事業譲渡等の契約書の締結後（事業譲渡等が対外的

に発表される場合は、その発表後）」とありますが、これはお金の支払いが完了した後と

理解していいのでしょうか。お金の支払い完了前ですと、契約が履行されないリスクがあ

るのではないかと思った次第です。トラブルが起きないように、お金の支払いが完了した

後に説明会の開催を求めたほうがいいのではないかと思いますが、事務局のお考えをお聞

きしたいと思います。よろしくお願いいたします。 

○山内座長 

 ありがとうございます。 

 それでは、次は桑原委員、どうぞ。 

○桑原委員 
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 事務局の取りまとめ、ありがとうございました。３ページの論点１のところについて、

事業譲渡と実質的支配者の変更ということでご整理をいただいておりますが、ここで言う

事業譲渡は、会社法上の概念で言うと事業譲渡に限らず、株式分割による事業の承継など

も含まれるべきだと思います。その趣旨だろうと理解しておりますが、誤解がないように

適宜ご調整をいただいたほうがよいのではないかと思っております。 

それから、先ほど興津委員からご指摘があった、協定が交わされている場合の取扱いで

すが、当然に引き継がれるのか、それとも当事者の同意のもとで引き継がれるのかという

ことは、会社分割なのか事業譲渡なのかという法的構成にもよるところかと思いますが、

いずれにしても住民側の同意まで要件にするものではないというところは私もそれでよい

と思います。一方で、基本的には既存の協定等の義務を承継する、あるいは同等の義務を

定めた新規の協定を巻き直すということでもよいと思いますが、当初の協定から何年か経

過しており、住民側で既存の協定への変更等の要望があるような場合には、事業者側とし

ても誠実にコミュニケーションを取って対応するということが求められるといった点をガ

イドライン等で明示していってはどうか思います。 

それから、次に５ページの入札におけるタイムラインについて、最後のところに注記で

「入札の競争性に影響を与える説明がなされないように留意が必要となる」と書いていた

だいております。これは非常に重要なポイントだと思います。事前の説明会で入札に出る

という情報が出てくると、ある程度推測が働くということも出てくると思いますので、入

札の競争性に影響を与える説明にならないようにどうしたらいいのかというところは、そ

の特定の入札に参加する旨を言わないということだけで足りるのか、もう少し詳細検討し

て今後詰めていっていただければと思います。 

以上です。 

○山内座長 

 ありがとうございます。 

 それでは、神山委員、どうぞ。 

○神山委員 

 神山でございます。取りまとめの回でもありますので簡潔に申し上げます。 

残された論点につきまして、当職といたしましては異存ございません。その上で少しコ

メントをさせていただきます。 

まず、３ページ目でございまして、当該法人に対する実質的支配力を有するものに関し

ての記述というのを加えていただいて、ありがとうございました。個別具体的に実質的支

配力を有するものに該当するかというのを判断するところが運用面で措置していく必要が

あろうかとは思っております。 

また、４ページ目でございますが、パネル出力の増加に関してですが、これも住民の不

安に応えるべく、コミュニケーションを促進していくことということで、特に生命、健康

への影響の有無とその対処の説明というのが本旨であろうと思いますので、周辺地域に与
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える影響がある、一定程度認められるということであれば、なおさら説明会が求められる

ということには賛同いたします。 

また、４ページ目の新規認定時からの累計増加分が 20％以上または 50ｋＷ以上となる場

合も求めるというように、累計のものも加えていただきまして、説明会逃れというのをで

きるだけ防ぐというような記述ぶりにも賛同したいと思います。 

また、全般に、現状を走りながら考えるという状況で策定されているというのが実態で

あろうと存じますので、今後、事業者への負担が過大であるとか、行政コストや事務量増

がそれなりに問題になる、見過ごせないというところが出てくれば、適宜見直す必要があ

ろうかと思いますので、今後も丁寧な補足をしていただければと存じます。 

 以上でございます。ありがとうございました。 

○山内座長 

 どうもありがとうございました。 

 それでは、ここであれですかね、事務局のほうから、論点、基本的協定との関係の話。 

○能村新エネルギー課長 

 事務局でございます。複数の委員から的確なご指摘、ありがとうございます。 

 まず、興津委員から、協定に関する話など、３ページ目の※の一つ目のところについて

のご質問、また、関連して桑原委員からもご質問があったところでございます。まず、基

本的に興津委員からご指摘いただいたとおりで、協定書などにつきましては、いわゆる民

法、契約法というところの世界があるというのは大前提でございます。その上で、まさに

この※でも書いているとおりでございますけど、説明会において、しっかり引き継がれる

んだということですとか、あと桑原委員のご指摘を踏まえれば、今後、住民からのご要望

とかを踏まえて解決するんだということなど、そういった説明と違う実態、もしくはその

説明自体が虚偽だったということであれば、そこを捉まえて認定取消し等の対象にしてい

くということでございますので、興津先生の二つあったお話の、特に後者の形のまず整理

をさせていただいております。あくまで説明会の内容を踏まえて、我々としては再エネ特

措法上の対応をやっていくということが大前提にあるというふうに考えているところでご

ざいます。 

 また、一方で、桑原委員からあったように、それぞれ協定が交わされている場合であっ

ても、様々な状況というのはしっかりあると思いますので、そこについての、これは変更

なくても引き継がれるんだよということですとか、丁寧な説明をしっかりと説明会でして

いただくということがこうした説明会の中でより求められてくるのかなと思ってございま

すので、ご指摘いただいたとおり、ガイドラインとか、こうした説明をしていくことが望

ましいんじゃないかということについては、可能な範囲で示していくようなことも今後、

検討していければなと思ってございます。 

 松本委員からは、この事業譲渡に関するところに関連しまして、お金の支払いが伴う場

合に、その完了後というところでございますけれども、これは契約の内容次第のところも
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ございまして、金銭支払いなどによって、この譲渡の契約の効力が発生するというような

場合におきましては、その条件が成就しない限り変更認定申請を許さないという形になり

ますし、一方で、そのような形の、いわゆる法律的な用語では提示条件ということであり

ますが、そういったものがされてない場合にどう考えるのかといったこともあるのかなと

いうことでございますので、この辺は個々、よく契約などの状況というところも当然、

我々、変更認定申請をしていくときには様々なエビデンスも確認していくわけでございま

すので、少しずつ確認しながら丁寧に適切に対応していければなと。先生おっしゃるよう

に、トラブルが可能な限り起こしにくいというか、起こりにくいような形というところを

基本としながら具体的な対応をさらに検討していければなと思います。 

 桑原委員から、事業譲渡に関連して、株式分割などについてというところについての取

引形態ということも当然あるでしょうということでございますので、こういった観点も、

いわゆる説明会逃れがないように対応を検討していきたいと思ってございます。 

 また、５ページ目の入札のタイムラインの※のところに書かせていただいてございます

けれども、まさに入札実施前に実施される説明会におきましては、入札の競争性というと

ころに与える影響というところで、同時に、例えば環境アセスとかで、例えば陸上風車で

一定規模であれば環境アセスとかの関係で一定の情報は入札前であっても出ていたりとい

うこともございますので、既に織り込まれているような情報もたくさんあるわけでござい

ますので、我々としても競争への影響ということは留意しながら、ここでは特定の入札会

に参加する旨ということなどを特記していますけれども、それ以外も含めて、我々として

も競争性というところについては留意しながら、さらに必要に応じてガイドラインなどに

おいても具体的な記載、例示などというところを記載していける、充実させていければな

と思ってございます。 

 最後に、神山委員からは、特に最後ですね。事務局として、まさに走りながら考えてい

るんでしょと、そのとおりでございまして、我々としても再エネ特措法の改正を踏まえて、

ある意味、走りながらというか、全速力で事務局として検討を進めているところではござ

います。したがいまして、まさにこれからパブコメもそうでございますし、先生ご指摘の

とおり、これから実際にやっていく中で、様々な事業者側のご負担、自治体側の関与の在

り方も含めて様々な実例というものは積み上がっていくと思いますので、そういうことを

踏まえながら適切な見直しも今後、当然していく必要はあろうかと思ってございますし、

その際には引き続き本検討会、ワーキンググループにおきましての継続的なご議論という

ことをまた賜れればなと思っているところでございます。 

 事務局としては以上でございます。 

○山内座長 

 ありがとうございました。ご指摘の点について、事務局の詳細な解釈といいますか、そ

こに込められた意図についてご説明いただきましたが、いかがでしょう。こういう形でご

納得いただければと思いますが、さらに何かご意見等はございますか。 
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 よろしいですかね。ありがとうございます。ということで、内容については、今、事務

局のご説明のように解釈をしつつ扱っていくということでご納得いただいたかというふう

に思いますので、今日、後半でこれは取りまとめになりますから、そこのところでまた何

かあればご指摘いただければと思います。 

 

 （２）再生可能エネルギー長期電源化・地域共生ワーキンググループ第２次取りまとめ

（案） 

 

○山内座長 

 それでは、その後半部分の取りまとめ（案）、これについて議論したいと思います。 

これも事務局からご説明をお願いいたします。 

○能村新エネルギー課長 

 事務局でございます。 

 今度は資料の２というものでございます。Ｗｏｒｄのスタイルになってございまして、

いろいろページ番号などが付されているものでございます。 

 まず、目次でございますけれども、全体といたしまして、はじめにというところから始

まりますけれども、関係許認可取得に係る認定手続の厳格化ということで、今年の５月か

らご議論をいただいたところでございます。また、ローマ数字のⅡというところですが、

説明会等のＦＩＴ／ＦＩＰ認定要件化を中心としたご説明内容が第２章でございます。ロ

ーマ数字のⅢというところで、31 ページ目以降ですけれども、認定事業者の責任明確化

（監督義務）に関連するところのトピックでございます。また、ローマ数字Ⅳというとこ

ろで、違反状況の未然防止・早期解消の措置というところでございます。最後、第５、ロ

ーマ数字Ⅴですけれども、太陽光パネルの増設・更新に伴う適正な廃棄の確保という観点

のところの章立てになっているところでございます。 

それでは、１ページ目のはじめにというのは、これまでの議論の経緯などにつきまして

まとめたものでございますので、説明は割愛をさせていただきます。 

２ページ目でございます。まず一つ目の固まりとして、関係許認可取得に係る認定手続

の厳格化ということでございます。 

８行目から 10行目に書いてございますとおり、森林法における林地開発許可、いわゆる

盛土規制法の許可、砂防三法に係る許可、この三つの許可につきまして、11行目から14行

目にあるような一定の場合の条件付認定などの対応も含めてでございますけれども、こう

した①から③については、認定手続を厳格にしていくといった、ＦＩＴ／ＦＩＰ認定の申

請を厳格にするといった整理でございます。 

18 行目から 20 行目にありますとおり、これは速やかにご議論いただきまして、関係審

議会での議論・パブコメを経まして、2023 年９月 13 日から交付されておりまして、この

10月の、正確には 10月１日より施行されるという形になってございます。 
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この①から③以外の許認可につきましても、ページをおめくりいただきまして、３ペー

ジ目の４行目から６行目になります。追加すべきと考えられる許認可がある場合には、必

要な対応について、本ワーキンググループで随時議論を行うといった整理になっていると

いうことでございます。 

また、関係する法令との連携ということで、７行目以降、温対法との連携につきまして、

ご議論いただいたところを整理させていただいてございます。 

また、４ページ目でございますけれども、本措置の導入に当たりまして、経過措置も設

けてございます。特に入札対象案件につきまして６行目から８行目、入札に参加するには、

事前計画受付締切りまでに事業計画を提出すると、必要があるということでございますの

で、この施行前に、事業計画受付締切りが到来するものにつきましては経過措置を設定す

るという形でございます。 

 また、11 行目以降ですが、自治体との連携強化ということでございます。このＦＩＴ／

ＦＩＰの申請要件化ということになりますので、この三つの許認可などを中心といたしま

して、自治体や関係省庁さんとの連携を強化していく必要があるということを 12行目から

15行目に記載してございます。 

また、こうした手続を円滑に行うために、17 行目ですけれども、今後、ＦＩＴ／ＦＩＰ

認定申請に先立って再エネ業務管理システム等への仮登録を行うといったことも記載して

ございます。 

19 から 22 行目ですけれども、こうした対応を踏まえて、エネ庁または自治体間での情

報提供のさらなる円滑化ということで、自治体側からのエネ庁に対する情報の共有といっ

たことも円滑にできるようなことも明確にしているというところでございます。 

続きまして、５ページ目以降です。大きくローマ数字Ⅱ番目の説明会等のＦＩＴ／ＦＩ

Ｐの認定要件化というところでございます。 

まず、２．説明会の趣旨・目的等の再整理ということでございます。ここにつきまして

も複数の委員からご指摘をたくさんいただいてございましたけれども、21 行目から 25 行

目、まずご覧いただきまして、説明会を通して再エネ発電事業に対する地域の理解・信頼

を高めていくと。そのためには、今回整理していくような内容につきまして、こういった

ものについては、整理された認定要件は基礎であって、さらなる取組を実施していくこと

も重要だということを明確にしてございます。 

また、６ページ目の７行目から 12行目のパラグラフの後半でございますけれども、ＦＩ

Ｔ／ＦＩＰ認定要件として今回求める説明会での実施後におきましても、認定取得後や運

転開始の段階で、地域住民と適切なコミュニケーションを図ることが重要であるというこ

とを明確にしてございます。 

13 行目以降でございますけれども、説明会等を実施すべき再エネ発電事業の範囲につい

て整理したものになります。 

26 行目以降でございますけれども、ページをめくっていただきまして７ページ目になり
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ますけれども、再エネ発電事業の関係につきまして、条例との関係というところにつきま

して、参考１の図を示しながら関係性につきまして整理をするということで、自治体が条

例等において独自に説明会の開催などを求めることを妨げるものでないということを明記

しているものでございます。 

電源の規模、（２）、７行目以降でございます。ここでは 15行目以降でございますけれど

も、高圧以上の電源につきましては、説明会の開催を求めるということ。 

また、18 行目以降でございますけれども、低圧の電源であったとしても、例えば複数の

電源が至近距離内に集合する場合ですとか、周辺地域や周辺環境に影響を及ぼす可能性が

高いエリアに設置する場合などについては、説明会の開催を求めるという形にしてござい

ます。 

また一方で、メリハリをしっかりつけていくという観点もございますけれども、住宅用

の太陽光発電（10ｋＷ未満）は、事前周知の対象外とするという整理でございます。 

また、25 行目から 27 行目、そして、８ページ目に続くところでございますけれども、

分割の関係の整理ということでございます。 

８ページ目の３行目以降でございますけれども、同一の事業者が実施する再エネ発電事

業者については実質的支配者が同一である場合のＳＰＣというものについても同一事業者

とするということですとか、必要な記載を盛っているというものでございます。 

また、（３）以降、電源の設置場所・設置形態というところでございます。ここは低圧

の電源であってもということを、先ほどの具体的なところでございますが、15 行目以降で

ございます。低圧の電源であっても説明会を求めるエリアといたしましては、17 行目、ま

ず一つ目ですけれども、災害の危険性に直接影響を及ぼし得るような土地開発に関わるも

のとして、先ほどありました林発の対象のエリアですとか、林発の許可を求める対象のエ

リアですとか、盛土規制法の許認可を求めるエリアなどでございます。 

また、二つ目の矢羽根、20 行目から 22 行目ですけれども、災害が発生した場合に再エ

ネ設備が毀損するリスクの高いエリアといたしまして、土砂災害警戒区域などを記してご

ざいます。 

また、23行目、24行目ですけれども、条例において、景観等の保護を目的として、保護

エリアを定めている場合にあっては、このエリアにおいては説明会を求めていくというも

のでございます。 

25 行目から 28 行目ですけれども、屋根設置につきましては、原則として安全上の影響

が及び得る範囲は限定されるということでございますので、事前周知などについては努力

義務として求めるといった整理になってございます。これらを図示したものが９ページ目

の表、参考２という形になってございます。 

また、９ページ目の３行目以降、他制度の対象エリアとの整理というところでございま

す。特にこちらにおきましても、温対法との整理ということにつきまして、14 行目以降に

つきまして記させていただいてございます。 
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また、10 ページ目になりますけれども、再エネ海域利用法の適用事業の取扱いにつきま

しても、前回ご指摘もいただいてございますけれども、これについても整理をしてござい

まして、注の 12というところがございますけれども、再エネ海域利用法の適用事業につき

ましては、地域との調整を図るべき事項については、法定の協議会での説明がなされてい

るということでございます。この点ということで、公募による事業者選定後の協議会にお

きまして、事業者が、ＦＩＴ／ＦＩＰ認定の要件の説明会において求められる説明事項を

参考としつつ説明すべき旨につきまして、今後、同法の、再エネ海域利用法のガイドライ

ン等で明確化する必要があるといった記載、前回の審議会でのご審議を踏まえて注を追記

しているというものでございます。 

また、説明会の内容（説明事項・議事等）でございます。 

まず、（１）基本的な考え方といたしまして、提供される情報の適切性や十分性につい

て記載をしているところでございます。 

ページをおめくりいただきまして、11 ページ目、さらにプライバシー等・営業秘密への

配慮といったことについても整理をしているということでございます。これらを踏まえま

して、整理といたしまして、具体的な説明事項ということで、16 行目以降、記載をしてい

るというものでございます。 

具体的には 17行目、①事業計画の内容について、また、②関係法令遵守についての記載

という形になってございます。 

また、③土地の権原権限取得状況というところについてでございます。これは委員から

もご指摘もいただきましたけれども、特に社外秘の情報とかプライバシーの配慮も必要だ

といったこともご指摘いただいてございまして、記載ぶり、13 行目から 15 行目ですけれ

ども、土地所有者等のプライバシーへの配慮等の観点も踏まえて、土地に係る登記等その

ものではなくて、土地の権原の有無や土地権原取得状況についての説明を求めるという整

理でございます。 

④事業に関する工事概要が 16 行目から 18 行目、また、関係者情報ということで、これ

も委員会におけます議論を踏まえまして、代表者・役員に加えて、主な出資者・保守点検

責任者などの説明を求めるといった整理になってございます。 

また、⑥、これは前回の委員会も含めてご議論いただいたところですが、事業の影響と

予防措置というところでございます。ここにつきましては、非常に項目が多岐にわたると

いうところで、前回の審議会におきましても、委員から、しっかりと説明会で説明を、同

じ項目についての内容などにつきまして分かりやすく発信する必要があるということで、

12 ページ目の注の 14 でございますけれども、事業の影響と予防措置に係る説明事項のほ

か、その他の説明事項や、説明会の議事、開催時期なども含めまして、制度を分かりやす

く住民や事業者に対して周知・広報する必要が重要であるといったことも盛り込ませてい

ただいているところでございます。 

また、13 ページ目以降でございます。これにつきましては、それぞれ説明する、⑥の先
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ほどの事業の影響・予防措置についての考え方などについての整理をさせていただいてい

るというところでございます。 

19 行目のところが安全面というところでございます。具体的には、関係省庁の申合せと

いうところで、これは太陽光を念頭に置きました今年の５月に取りまとめを行いました関

係省庁申合せなどで整理されている項目として、例えば斜面への設置への対応ですとか、

盛土・切土の状況ですとか、排水対策、また防災施設の先行設置などにつきましての項目

というところについて、これを基本に説明をすることを求めることとしたというものでご

ざいます。 

また、14 ページ目になりますけれども、こうした項目につきましては、太陽光以外にお

きましても参考にしながら説明を求めるということを２行目から７行目に記載をしている

というところでございます。 

また、13 行目以降は景観というところでございます。景観などが条例などで保護エリア

として該当している場合には、景観面の説明を求めるということでございます。18 行目以

降につきまして、具体的な説明内容の記載があるというところでございます。 

また、これも重ねてですが、フットノートの 17 ということで 14 ページ目の一番下に書

いてございますけれども、自治体が個別の条例で、ここで記されている内容と異なる内容

の景観条例の中身を制定することを当然妨げるものではないということを、注意書きをさ

せていただいているというものでございます。 

続きまして、15 ページになります。小見出しの３番目で自然環境・生活環境の関係でご

ざいます。 

電源共通の事項として、６行目から８行目に書かせていただいてございます。また、電

源別として、例えば太陽光であれば反射光や雑草の繁茂など含めまして、電源ごとにおき

ましての、これはヒアリングなどを踏まえた具体的な説明事項についても整理をさせてい

ただいているところでございます。 

また、16 行目以降ですけれども、環境アセスなどが対象となる大規模電源、ここでは第

一種事業・第二種事業のいずれの場合というところでございますが、その場合におきまし

ては、生物多様性などについての観点の説明も、当然、これは環境アセスの観点でも説明

を求められますけれども、住民説明会においても的確な説明を求めるというものでござい

ます。 

16 ページ目になります。廃棄等でございます。これは当然、再エネ設備でございますの

で、その後の事業終了時におきます取組についての説明を求めるということ。 

また、７行目以降につきましては、特に太陽光などにつきましては、太陽光パネルの含

有物質などについての情報の説明を求めるということでございます。 

続きまして、17 ページ目でございます。参考の３、今申し述べました⑥という項目の事

業の影響と予防措置に係る説明事項のまとめをしました一覧表が参考の３でございます。 

続きまして、説明会の議事などでございます。 
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まず、①ですけれども、質疑応答などということで、住民の質問などについてを、これ

は意見も含める形ですけども、誠実に回答することを求めるということでございます。ま

た、複数の委員からも様々ご指摘いただいたところですが、説明会が形骸化することを防

ぐためということで、むしろ形式的にではなくて、しっかりと質問などに十分対応できる

質疑時間を確保するということ、また、住民からの質問等に誠実に対応することが重要で

あるということを確認したというところでございます。 

こうした観点から説明会の開催回数、12行目以降、記載をしてございます。 

また、次の 18ページ目になりますけれども、質問等への誠実な対応というところにつき

まして、こちらも前回ご議論いただいたところでございますけれども、説明会後に事業者

が一定期間（２週間）の間、質問募集フォームなどを設けまして、当該フォームに提出さ

れた質問等に対して、事業者が書面等と、書面が原則ですけれども、この「等」というと

ころでは別途説明会の開催なども含むということでございますけれども、こうした場を活

用しまして誠実に回答するということを求めるということでございます。 

 また、住民からの質問等が多い場合におきましては、先ほど申したとおり、別途、再度

説明会を開催して、書面での回答を準備した上で、このような対応をしていくということ

の工夫も重要だということでございます。 

 また、「周辺地域の住民」の範囲というところにつきまして、19 行目以降、記載をして

いるというところでございます。 

基本的な考え方は 26行目以降、範囲の明確性ですとか、一方で、事業の特性や地域の実

情を踏まえた対応も必要だということの観点から整理をさせていただきました。 

19 ページ以降でございますけれども、基本的には定量的な基準をベースにも考えていく

必要があるということで、具体的な定量基準というところにつきましては、条例の制定状

況などの分析などを踏まえまして検討を重ねたというところでございます。 

具体的には 19 ページ目から 20 ページ目に記載のございます、特に参考の４でも全国の

自治体の条例の制定状況というところの調査時点での暫定的な分析の結果を記してござい

ます。20 ページ目でございますけれども、まず調査対象の全体の約７割の条例におきまし

て、発電所の敷地境界からの距離等は 50 から 100ｍ以内の住民を対象としたものが多かっ

たということでございます。中央値が 100ｍだったということでございます。 

 こうした調査結果なども参考にしながら具体的な考え方、14 行目以降に記してございま

す。まず、低圧でございますけれども、こうした自治体を参考にしながら、説明会の対象

となる住民の範囲につきましては、発電所の敷地境界からの距離等による定量基準を設け

ているということでございまして、この中央値 100ｍということを参考にしながら、「事業

場所の敷地境界から 100ｍ以内」というふうに整理をいたしました。 

 また、19行目以降ですけれども、高圧以上のものにつきましては、「敷地境界から 300ｍ

以内」という整理でございます。 

 また、環境アセスの対象になるようなものということで、ページをおめくりいただきま



16 

して 21 ページ目になりますけれども、第一種事業の対象になるものにつきましては、「事

業場所の敷地境界から１ｋｍ以内」というふうにしてございます。 

 また、21 ページの５行目以降でございますけれども、「事業場所」というところは、再

エネ特措法におけます設置場所を指すことということでございます。また、バイオマスの

場合には燃料置場（ストックヤード）の場所も含みますよといったことを明記してござい

ます。 

 また、11 行目から 15 行目ですけれども、定量基準の範囲内に住民が存在しないという

場合も当然ございますので、そうした場合におきまして、市町村から、地域の実情を踏ま

えて範囲外の住民にも説明すべきという意見があった場合には、その意見を尊重して、当

該者を「周辺地域の住民」の範囲に加えるという整理でございます。 

 また、24 行目以降でございますけれども、土地所有者、建物所有者の取扱いというとこ

ろでございます。特に 27行目以降でございますけれども、再エネ設備の実施場所の隣接す

る土地／建物所有者につきまして、再エネ事業によります影響が大きいだろうということ

でのご議論をいただいたところでございます。 

 22 ページ目におきまして、整理させていただいているとおりでございますけれども、再

エネ特措法に基づく説明会におきましても、５行目から７行目、記載していますとおり、

再エネ場所、再エネ設備の設置場所に隣接する土地／建物の所有者を「周辺地域の住民」

の範囲に含めるという整理でございます。 

 また、その際、開催案内の取扱いなどについての留意事項につきましては、後掲の７．

（１）の参照という形になってございます。 

 12 行目以降ですけど、市町村への事前相談ということでございます。市町村への事前相

談につきましては、公平性、中立性を確保するためのプロセスの透明性が必要だというこ

とでございます。 

 その上で、事前相談を行う際の様式ですとか、また自治体が事業者に周辺地域の住民に

加えるべき者の様式を示しながら書面で行うことを明確にするということの整理でござい

ます。この様式ですけれども、18 行目以降、自治体の事務負担の軽減という観点から、可

能な限り簡素なものにするなどの整理をさせていただいているというところでございます。 

 また説明会の開催時期などにつきましては 23ページ目以降になります。 

 原則的な場合というところでございますけれども、説明会などにつきましては、12 行目、

13 行目に書いていますとおり、ＦＩＴ／ＦＩＰ認定申請の一定期間前ということで、３か

月前までに実施することを求めることを原則とするというものでございます。 

 また周辺地域の住民の影響が大きい場合というところで、この場合におきましては、や

はりタイムラインを明確にしながらですね、整理をするというところを、本検討会でも複

数の委員からご指導いただいたところでございます。 

 以降、幾つかの場合におきまして整理を記したものでございます。これも前回の検討会

でご議論いただいた内容となってございます。 
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 24 ページ目、①としてはですね、ＦＩＴ／ＦＩＰの認定の申請要件として事前取得を求

めるといった場合の説明会の開催についてのタイムラインということでございます。これ

は許認可の前に一度説明会を開催し、ＦＩＴ／ＦＩＰ許認可取得後、ＦＩＴ／ＦＩＰの申

請前に実施するというものなどでございました。また、②ということで 10行目以降ですけ

ども環境アセスや条例に基づく環境アセスメント対象の場合というところでございます。

この場合につきましては次のページ、25 ページ目になりますけれども、参考の６といたし

まして、まず環境アセスメントの配慮書作成の前の段階で説明会の①ということ、また方

法書の段階で②ということ、また、評価書が終わった段階で工事着手までの間に、環境ア

セスで実施したことなどを含めた説明会等１回行っていただくということで、この場合は

３回の説明会になるということでございました。 

また３行目から５行目ですけども、③条例において、景観の保護等を目的として必要な許

認可などを求めている場合というところでございます。この場合、複数の条例などの分析

いたしますと工事を行うまでに、許認可取得などを求めるものが多いということを前提に、

参考７のように、申請前に説明会①を行うということと、説明会の②というところにつき

ましては許認可の取得後ですね、工事着手までの間にやるということでございます。 

 26 ページ目です。説明会に関するその他の論点ということでございます。説明会の開催

案内ということで、７行目から 11行目に設定整理させていただいたとおり、ポスティング、

回覧板、戸別訪問ですとか、自治体広報紙の活用ができる場合にはこういったものという

こと。また説明会の開催の２週間前までには実際に実施すると、これらの方法で実際に説

明を行うということでございます。 

 また 16行目以降でございますけれども、隣接の場合というところでございますけれども、

ここも前回ご議論をいただいたところでございますけれども、これらのポスティング、回

覧板などの手法だけですと、土地／建物所有者に対する開催案内を周知できないおそれも

あるということに加えて、事業者の負担が過度となる恐れもあるということでございます。

したがいまして 24 行目から 27 行目でございますけれども、隣接する土地建物所有者にも

事前周知を行うために、資源エネルギー庁のシステムを活用した説明会の会社情報の提供

を求めるということでございます、という整理をいただきました。 

 その際、前回の委員からご指摘をいただいておりますけども、このサイトを活用する場

合も一定期間の周知が必要ということで、注の 27でございますけれども、同様に２週間の

情報提供が確保されることが必要となるということを明記しています。 

 27 ページ目でございます。（２）説明会に出席すべき説明者というところでございます。

説明会には再エネ発電事業者の出席を求めるなどの記載をしてございます。なお、９行目

10 行目ですけれども、地域の実情を把握する市町村へ説明会出席することを希望する場合

には、参加できると、市町村が説明に参加できるという整理でございます。 

 また 11行目以降ですが、説明会を開催したことを証する資料ということでございます。

これはＦＩＴ／ＦＩＰの認定申請時に説明会を開催したことを証する資料といたしまして、
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説明会の議事録、出席者名簿、配付資料、また質問募集フォームなどの質問と回答、説明

会の概要などを報告する報告書の提出を求めるということでございます。当然、虚偽があ

った場合には認定取消しなどの厳格な対応を行うということを 17 行目、19 行目に記載を

しているということでございます。 

 また、疑義が生じたときに研修を行うことができるようにということで、22 行目以降で

すけれども、これも複数の委員からもご指摘を踏まえて盛り込みましたけれども、説明会

概要報告書は認定後に公表をするということ、また、住民の方々が資源エネルギー庁に対

して内容に疑義がある場合に通報を行うことができるという、そういうフォームを整備す

るということ。 

 また 28 行目、29 行目ですけれどもＦＩＴ／ＦＩＰ認定の認定基準として、説明会の全

景の録画および録音と、その保管を求めるということでございます。またこうした録画、

録音につきましては、広く対外公表することはプライバシー等の観点から許容されず、想

定されないということでございますが、当然説明会の開催の疑義が生じたときに、資源エ

ネルギー庁からの報告徴収等に応じて提出することを目的とするものでございます。 

 28 ページ目でございます。説明会以外の方法による事前周知ということで、簡易な形の

やり方ということで、先ほどありましたポスティング、戸別訪問、回覧板自治体の広報誌

の活用などということでございます。これらにつきまして、メリット・デメリットも含め

ていろいろとありますので、これにつきましては、14 行目から 18 行目に書いていますと

おり、この中から地域の実態などに応じて事業者におきまして選択をするそういう工夫を

するといったことでございます。 

 他方で（２）に書いてございますが、事前周知で説明する事項ということにつきまして、

これは事前周知とあっても、住民に対する適切かつ十分な情報が提供されるということが

重要ですので、基本的には説明会で求める内容と、原則同じということの整理をいただい

たというところでございます。これも同じく、事前周知につきましては一定期間前、３か

月前までに実施するということを求めた上で、事前周知の際には必ず質問等の提出先の提

出議案、これは事前周知の日から２週間の期間などですけれども、そうしたものを求めて

しっかりと事前周知の場合であっても質問を受け付けて、丁寧、誠実な対応を求めていく

ということでございます。 

 29 ページ目以降でございます。本日前半にご議論いただきました事業譲渡等の計画変更

があった場合の取扱いということで、ここにつきましては本日ご議論いただいた内容を使

用しているものでございます。 

 30ページも基本的には同じような内容ということでございます。 

 31 ページ目以降でございますけれども、認定事業者の責任明確化（監督義務）というと

ころでございます。これにつきましては、監督義務の対象となる委託の内容ということで、

21行目以降、31ページ目ですけれども、記載をしてございます。これは当然手続代行とか

プロジェクトマネジメントなども含めたものということでございまして、再エネの事業実
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施に必要となる行為に関する委託については、監督義務の対象とするという整理でござい

ます。 

 32 ページ目以降でございます。委託先との契約に含めるべき事項といたしまして、これ

も前回の審議会等でもご説明をさせていただいたところの内容ということでございますけ

れども、しっかりと外形的に確認するために、書面での契約書を締結するなどの記載をし

てございます。また、８行目以降でございますけれども、委託先から認定事業者に対する

報告体制についての記載ということでございます。また、この認定事業者から経産大臣へ

の報告というところが 22行目以降に記載をしているというところでございます。 

 これは毎年、認定事業者から経産大臣へ報告いただいています定期報告の中におきまし

て、委託の状況実態についても報告をしていただくとしてございます。 

 続きまして、34 ページ目以降でございます。違反状況の未然防止、早期解消の措置とい

うことでございます。22 行目以降ですが、交付金の一時停止（積立命令）の発動のタイミ

ングというところでございます。これにつきましては 27行目以降でございますけれども、

違反の未然防止、早期解消を促す観点から、関係法令において行政処分、罰則の対象とな

る違反について、当該違反が覚知され、違反に係る客観的な措置ということ、例えば書面

による指導等でございますが、これがなされた段階においては、積立命令を発することが

可能という整理をさせていただいてございます。 

 35 ページ目です。３．交付金相当額積立金の取戻要件でございます。このＦＩＴ／ＦＩ

Ｐの交付金の一時停止が措置された場合に、一時停止された交付金を取り戻すことができ

る要件といたしまして、５行目、６行目、違反状態が解消された場合、また６行目ですけ

れども、事業を廃止し、適切な廃棄が確認された場合というふうに整理をしてございます。

なお、違反が解消されない場合におきましては７行目から 11行目に書いているとおりのプ

ロセスを経まして、返還命令に関する金銭が実効的に回収されるといった整理をさせてい

ただいてございます。 

 最後の章立てになりますけど、36 ページ目でございます。太陽光パネルの増設・更新に

伴う適正な廃棄の確保というところでございます。 

 ２．以降のところですが更新・増設に伴う太陽光パネルの適正な廃棄というところでご

ざいます。まず 23 行目から 25 というところで、更新に伴い不要となる太陽光パネルの廃

棄等費用につきましては、解体と積立金を充てるというのではなくて、個別に適正な廃棄

を求めていくということ。その上で 26 から 28 行目でございますが、適正な廃棄を担保す

るために、更新に関わる変更認定申請を行う場合には、この解体等を依頼する契約書など、

一定の書類の提出を求めるということ。また、次のページになりますけども、事後的に、

実際に適切な解体・廃棄がされたことなどの報告を求めるということでございます。 

 また 37 ページ目でございますけれども、（２）更新・増設されるパネルの適正な廃棄と

いうことでございます。これにつきましても、前回の委員会でもご議論いただいたところ

でございますけれども、12 行目から 16 行目ということで、増設分を含めた太陽光パネル
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の廃棄等費用のうち、不足分につきまして、上の参考の８ですと点々の中の囲っていると

ころでございますが、特に増設のときに、発生するものでございますけれども、これにつ

きましては増設の際の変更認定時に一括して原則外部積立を行うこととした整理でござい

ます。 

 なお、前回、委員からも、事業者の負担にも配慮しつつ、これはパブコメの結果などを

踏まえて最終的に整理をしてほしいといったこともご指摘をいただいてございますけれど

も、これはこうした案の中で、今後パブコメに諮ることを前提に記載をさせていただいて

いるというところでございます。 

 以上、報告書の内容でございまして、関連して、参考する資料といたしまして、参考を

一応セットしてございます。内容は説明いたしませんけれども、資料の３というところで、

本日また議論などを踏まえて修正があること前提でございますけれども、第二次取りまと

めの案の概要ということで２枚組の資料を、少し文字が多くて大変恐縮ですけれども準備

しているということ。 

 また、参考資料の１といたしまして、この報告書の取りまとめに際しての参考資料とい

たしまして、これまで本委員会でご議論いただきました、キーとなるようなスライドや、

また検討の際に、非常に参考にさせていただきました総務省さんの調査の中間整理などに

つきましても載せさせていただいてございます。 

 また、最後ですね、この参考資料の中で、住民説明会の際に説明する事業の影響とか予

防措置に関する説明を再度、考え方の参考資料も含めているというものでございます。 

 なお、参考資料２といたしまして最後に、太陽光発電に関わる開発許可の運用基準や運

営の考え方ということで、本年５月に関係省庁で申合せした本体資料も併せて配付させて

いただいているというところでございます。 

 事務局からの説明は以上でございますが、一点だけ。本日ご欠席の大関委員からご意見

いただいてございますので、事務局のほうから代読をさせていただいてもよろしいでしょ

うか。 

 まず大関委員からのご意見というところから代読をさせていただきます。 

 これまでの議論について適切に取りまとめていただき、ありがとうございました。資料

１の残された論点も含めて基本的に事務局案に賛成したいと思います。その上でお願いし

たいことがあります。 

 今回の周辺地域の住民の範囲における定量基準と電気事業法や再エネ特措法の分割の判

断基準また、事業譲渡などの計画変更時の設備容量の変更要件と電気事業法の使用前自己

確認における変更工事の要件など、他法令も含めると、事業者が見落とさずに適切に対応

するためには、複雑な要件を理解する必要があります。 

 それぞれの法目的に応じた要件設定であるため、仕方ないことではありますが、関係省

庁部局とも連携し、変更などの要件の整理や周知をお願いできればと思います。特に、既

認定を中心として今後の発電事業の集約化や長期的かつ適切な事業者へ受け渡していくこ
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との妨げにならないよう、様々な事業係数が考えられることからも、実態把握を継続的に

行い、必要なところは厳しく、また、必要なくなっていくところは適切な緩和ができるよ

うに、不断の見直しをお願いできれば、というご指摘、ご意見をいただいているところで

ございます。 

 併せまして、大貫委員からも意見をいただいているというところでございます。ちょっ

とお待ちください。 

 大貫委員からの意見を代読させていただきます。資料の２の４ページ目、12 行目からで

す。 

 今般の認定手続の厳格化により、前掲１の①から③の許認可を中心にこれら許認可を所

有するといったこのパラグラフの記載があります。こうした再エネ業務管理システム等に

よる情報共有は、関係省庁、自治体の情報共有をスムーズにし、課題があった場合の早期

発見につながることから、大変よい取組だと思います。 

 尤も、今回のこのような取扱いはＦＩＴ／ＦＩＰ事業計画認定申請となっている許認可

の情報共有に限られていますが、ＦＩＴ／ＦＩＰ事業を行うためには言うまでもなく他に

も農地法の許可、森林法、保安林解除、自然公園法の許可など許認可があり、こうした許

認可も仮登録対象とし、情報共有一元化を進めることは許認可申請の円滑化、期間短縮化

に向けて意義があります。 

 興津委員からもご指摘がされているところですけれども行政手続法 11条、及び各地条例

に定める複数の行政庁が関与する処分に関する審査の効率化促進に資するところがありま

す。 

 従って①から③以外の事業者が、ＦＩＴ／ＦＩＰ事業を行うために必要となる許認可に

ついても再エネ業務管理システムを通じた情報共有が考えられていいと思います。さらに、

認定申請前のタイミングで、隣接する土地建物の所有者にも説明会を周知するためにエネ

庁システムに説明会の開催案内の情報提供を求めることとしていますので（26 頁 24 行）、

仮登録の内容に説明会の開催案内の情報提供をリンクさせることも情報共有一元化の観点

から重要ではないかと考えております、といったご意見をいただいてございます。 

 以上事務局からの説明、及び各委員からのご意見の代読でございます。 

 以上でございます。 

○山内座長 

 ありがとうございました。それでは皆さんにこれについて自由にご議論いただきたいと

いうふうに思います。例によってチャットボックス、簡易チャットで発言ご希望というこ

とでお願いしたいと思います。 

 今お二人の委員から既にお話がありましたけれども、基本的にはご賛同いただいて、そ

の上で、コメントということだったと思います。いかがでございましょうか、ご発言のご

希望はいらっしゃいますか。 

 興津委員どうぞ。 
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○興津委員 

 興津でございます。 

 まず、１点、ちょっと資料の確認をさせていただきたいんですが。資料２につきまして、

私、昨日リンクをお送りいただいたリンク先からダウンロードしたものを手元で見ながら

画面共有していただいているものと照らし合わせていたんですけれども、ちょっと前半の

ところで行が１行ほどずれているような感じがいたしまして、もしかしたらちょっとバー

ジョンが若干異なるものが手元にあったかもしれないので、内容については画面共有のほ

うで理解をいたしまして、私の手元のものともほとんど食い違いがないということですの

で、内容については結構なんですが、ちょっと念のためのバージョンをご確認いただいて、

もし最新版と違うようでしたら、追ってで構いませんので、最新版の画面共有していただ

いたバージョンをちょっと後でお送りいただけますと幸いです。これがちょっと形式的な

確認一つでございまして。 

 あと、内容についても申し上げます。大筋で私も賛同いたします。それで今回の取りま

とめはこれまで各会合で議論した点を一つの文章にまとめたということでございまして、

それぞれの会議で私のほうから幾つか質問をしたり確認をしたりさせていただいた事項が

ございました。今し方大貫委員からのご意見として名前を挙げていただきましたが、行政

手続法 11条をはじめとして、行政手続法に関することであるとか、本日で言いますと協定

に関する論点ですとか、申し上げたことがございます。 

 基本的に私が申し上げたかったことは、今回も行政手続法、それから各地方公共団体の

行政手続条例というものが既に施行されているものについては、当然のことではございま

すが、それを遵守するということが大前提になるのであろうと。それから事業者の任意の

意思を強制的に抑圧しないと。法令の根拠なく行政指導のような形で抑圧しないというこ

とも、これは当然とは存じますけれども、大前提になるのであろうと。 

 そのことがちょっとあまりにも当然すぎて、文章の中に明文で書き込まれていないとい

うことがあるかもしれませんけれども、そういうことについては当然のことながら遵守を

していただくという、その理解のもとで今回の取りまとめ案に賛同したいと思います。以

上でございます。 

○山内座長 

 はい、ありがとうございます。事務局からのご回答は、後ほどということにします。 

 今のあれですか、バージョンのところはいかがですか。 

○能村新エネルギー課長 

 すみません、１回確認いたします。 

○山内座長 

 他にいらっしゃいますか。それでは、事務局から。 

○能村新エネルギー課長 

 局事務局から、先ほど大関委員と大貫委員からいただきましたご意見につきまして、ま
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ず大関委員からは、特に全体として、関連する手続など、そういったものについてのちゃ

んと連携してですね、事業者に分かりやすく、これは前回、松本委員からご指摘いただい

たテント共通するところかなと思いますし、しっかりと分かりやすい形で発信をしていく

ということを整理をしていきたいと思ってございます。 

 また、これは本日神山委員からもご指摘いただきましたけれども、しっかりと実態把握

を継続的に行って、しっかりと見直しも必要なところは不断の見直しを行っていくべきだ

といった大関委員のご指摘につきましては、まさに事務局としてもそのような考え方のも

とで継続的に我々としてもフォローアップをしていきたいと考えてございます。 

 また、大貫委員からご指摘をいただきました、実務的なところで、かつ重要なご指摘も

いただいたところでございます。資料におきましては４ページ目の自治体との連携強化と

いうところでございます。 

 特に今回、ＦＩＴ／ＦＩＰのですね、事前の必要な場合の許認可につきましては、一部

の許認可につきましては、ＦＩＴ／ＦＩＰの申請要件化というところを行っているところ

でございます。その関係で、さらに再エネ業務管理システムというところについてこれま

では、ＦＩＴ／ＦＩＰの申請があった段階から対応してきたということで、これにつきま

しては、プッシュ型で情報提供を自治体にはこれまで行ってきたというところでございま

すが、より早い段階からこの再エネ業務管理システムとの紐付けを行っていこうというこ

とで、特に例示的に、事前に許認可取得が必要となる場合には、こうした仮登録などとい

うことを資料の中でも記載をしているというところでございます。 

 一方で同時に、まさにこの再エネ業務管理システムをうまく活用しながら情報を発信し

ていくということで、これは後ろの、後段でもありました住民説明会のところの開催案内

とか、特に隣接、これは大貫委員が正しくご指摘いただいているところですけども、そう

いうところでも、こうした再エネ業務管理システムの活用ということを考えているところ

でございますので、こうした当然説明会の中では関係する許認可の取得などについても、

当然説明会の中で説明をいただくということもございますので、この①から③の許認可の

関係だけではなく、説明会の会社におきますシステムの活用も含めて、こうした再エネ業

務管理システムを一つの共通のプラットフォームとしながら、事業者にとってもまた自治

体の方々にとっても、また我々管理する側の実務の観点からも、みんなの効率的かつ効果

的な対応ということはしっかりと追求していきたいと思ってございますので、決してこの

①から③の許認可だけの仮登録ということにとどまらずに、しっかりと検討を重ねていき

たいと考えております。そこは念のため事務局から申し添えさせていただきたいと思いま

す。 

 事務局からは以上でございます。 

○山内座長 

 ありがとうございます。 

 委員の方、他、ご意見いかがでございましょうか。 
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 高村委員どうぞご発言ください。 

○高村委員 

 山内先生、ありがとうございます。 

 基本的に今回の取りまとめについて、基本的な内容について、異論がございません。 

 幾つか、すみません、要望と確認を申し上げたいと思っております。 

 一つ、３ページ目のところに書いてくださっている、温対法との関係です。こちらは適

切に、今後検討すべき課題について、今、このワーキングの議論を踏まえてまとめていた

だいていると思っておりまして、こちらはぜひお願いをしたいという要望です。これが一

点目です。 

 二つ目は、４ページほか、それから 26ページあたりもそうなんですけれども、幾つかの

情報に関わるところです。４ページに書かれているように、やはり事業者が十分な情報提

供をするということが、誠実なコミュニケーションを図っていく上での非常に重要なこと

だと思いますし、それができるだけやはりそこを促進をされるような情報基盤、これは先

ほど大貫委員からもご指摘があったところかと思いますけれども、そうしたものをしっか

り整えていく必要があるということで、今回資源エネ庁において一旦システムを活用でき

ないかということで、今回ご提示いただいてるというふうに思います。 

 26ページの、探しながらで恐縮ですけれども、26ページの説明会のところで、若干確認

をさせていただければと思っていますのが、24 行目でしょうか、設置場所の隣接する土地

建物所有者への事前周知を行うために、先ほどの資源エネ庁の情報システムを活用した説

明会の情報を、開催情報の提供を求めるということですけれども、確認は、これは仮にそ

の該当する発電設備について、例えば、土地の隣接する土地、あるいは建物所有者に他の

方法で周知をする方法がある場合にも、あるいは該当する者がいない場合にも、これは全

ての発電設備について、こうしたシステムを利用した情報提供を求めるということかどう

か、という点について、確認をさせていただければと思います。 

これは議論のところでは若干ニュアンスがあったように思っておりますけれども、後のと

ころでご提示していただいているように、27 ページですけれどもが、説明会の概要報告す

る報告書の提出、あるいはその公表といったことを行う上でも、こうしたシステムに関し

て登録をされていくということは、情報基盤としては非常に重要なように思っております。 

 そういう意味では、もう一つの質問というのは、この 27ページ目のところにある提出さ

れる報告書について、公表ということが、認定後公表と書かれておりますけれども、こち

らについては同じように情報のシステムを使うことを予定されている。つまりこの公表す

るというのは誰が行うのかということの確認でもございます。 

 ３点目ですけれども戻りまして 10ページ目のところでございます。こちらのご議論を反

映していただいていると思っております。再エネ海域利用法の適用事業の扱いです。こち

らに書かれている内容について異論はございません。注の 12で記載をしていただいている

点は非常に重要だと思っていまして。これは事業者がこの協議会を使って、しっかり説明
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会の義務を果たす。説明で求められるこうした取組を果たしていくという意味でも、再エ

ネ海域利用法のもとでのガイドライン等での明確化という点をぜひ今後お願いしたいと思

います。これは要望でございます。 

 最後なんですけれども、先ほど、前半の議論のところでございます。30 ページのあたり

だと思いますが、これ興津委員あるいは桑原委員からもご指摘があったところ、基本的に

留意すべき点として同感をしております。 

 その中で注の 30これは前半のスライドにも記載をしていただいている内容だと思います

けれども、この先ほどの議論で、一定明らかになっていると思っていますけれども、当該

協定等が説明されたプロセス等に従って引き継がれていないことが判明した場合には、こ

ちらはいわゆる認定取消し等の対象になるということが書かれております。ここは先ほど

の課長からのお答えでも興津委員、あるいは桑原委員のご指摘を踏まえてもう少し様々、

場合分けも含めてご検討いただけるということだと思っておりますけれども、例えばその

譲り受ける者が、新たにこうした協定を結び直すということをしたときに、その具体的な

内容というのが、場合によっては説明会の折と、変わり得るという場合もプロセスの中で

はあり得るようにも思っておりまして、何をもって認定取消しの要件となるのかというこ

とについて、明確にしておく必要があるのではないかというふうに思っております。これ

は様々な場合があり得るものだと思いますので、今後詳細をご検討いただければというふ

うに思いますし、事業者に対して、特に認定取消しの要件になり得るということですと、

明確にここのところを説明をしていただくということが必要かなと思っております。以上

でございます。 

○山内座長 

 ありがとうございます。後ほどまた事務局からお答えいただきます。 

 他にいらっしゃいますか。よろしいでしょうかね。 

 じゃあ、今の高村先生からご指摘、ご質問ありましたので、お願いします。 

○能村新エネルギー課長 

 事務局でございます。まず、ご指摘、ご要望のところで、温対法の連携でございますと

か、再エネ海域利用法におけますガイドラインにおきますメンテナンスも、しっかりと事

務局としても対応してまいりたいと考えてございます。 

 またご質問をいただきました、スライド番号ですと４ページ目ですとか、26 ページ目な

どの情報提供、また、これは先生も度重なるご指摘をいただいていますが、そこをしっか

りと基盤を整えて事業者にとっても効率的、かつ、様々なプレイヤーにとっても効果的な

情報連携発信というところの基盤作りにさらに発展していくべきだという、基本的な考え

には、我々事務局としてもそういう方向性の中でシステムのバージョンアップを行ってい

きたいと考えているところでございます。 

 その中で具体的なご質問といたしまして、一つがスライドの 24ページ目のほうですけれ

ども、こちらのほうでご指摘をいただきました、隣接のところでしょうか。ちょっとペー
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ジ番号が違いましたか。すみません、26 ページですかね。26 ページの 24 行目、失礼いた

しました。このところで、隣接する土地建物の所有者につきましては、基本的にやはり特

定が難しいであろうということで、かつ再エネ発電事業者が想定をし得ないような方が所

有しておられるような場合も可能性としてはあるということになりますので、そう考えま

すと、翻って全体を俯瞰しますと、やはり全ての説明会対象事業におきましては、エネ庁

のシステムを活用した説明会の開催情報の提供ということを求めていくことが基本になっ

てくるのかなと。基本的には、開催する関連のやり方におきましても求める内容を基本的

に記載していく形になってくると思いますので、こういったことについて、さらに我々と

しても整備をしていきますけれども、基本的な方向性としては、結論的には特定が非常に

難しいという状況の中では、全ての説明会の対象となる事業におきまして、こうしたエネ

庁の方で、今後システムアップデートしていく中での説明会の開催情報の提供を求めてい

く方向になるというふうに考えているところでございます。また、説明会の概要の報告書

などの公表でございますけれども、これもシステムをしっかり全体的にアップデートして

いく中で、可能な限り説明会の開催情報の提供と、一元的に公表がされるようなシステム

の設計などについて検討していきたいと考えてございます。こういうあれも全体感を持ち

ながら、しっかりと対応をしていければなと考えているところでございます。 

 最後に、あの前半のところでご議論もございましたけれども、こちらの資料の２の関係

ですと 30ページ目になりますけれども、事業譲渡の際などにおきます論点というところで

ございます。ここも幾つかご指摘いただいた高村先生、興津先生、桑原先生がそれぞれご

指摘いただいたところにつきまして、基本的な考え方といたしましては、説明会における

三つ目の内容についての、虚偽があったかどうかというところで、再エネ特措法の観点は

整理をしていくということが基本ということですけれども、いずれしても分かりやすい。

幾つかのパターンということなども、示せるような形でガイドラインなども含めた記載に

ついては、さらに工夫をしていって、事業者の方々が最適な行動を取れるような形の整理

をしていければなと思っているところでございます。事務局からは以上です。 

○山内座長 

 ありがとうございました。その他よろしゅうございますかね。 

 はい、ありがとうございました。それでは、今日何人かの方から明確にいただきました

けど、基本的に本取りまとめ案について、おおむねご了解いただいたというふうに理解し

ております。それで、いろいろご意見、その他、あるいはご指摘ございましたので、具体

的なこのご指摘についての反映については、大変恐縮でございますけれども、最終的に私

のほうにご一任いただければというふうに思いますが、よろしゅうございますか。 

（異議なし） 

○山内座長 

 ということで、それでは恐縮でございますが、私のほうにご一任いただいた上で、しっ

かりまとめたいというふうに思います。ありがとうございました。それでは最後に、今後
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の流れに関しまして事務局からご説明お願いいたします。 

○能村新エネルギー課長 

 事務局でございます。先ほど座長からございましたとおり、本日いただいたご意見につ

きまして、座長ともご相談させていただきながら的確に反映をさせていただければと思い

ます。その上で、この本報告書のパブリックコメントを行い、その上で省令などの改定と

いうことで、２段階になりますけれども丁寧にプロセスを進めてまいりたいと考えてござ

います。 

 事務局からは以上でございます。 

○山内座長 

 ありがとうございました。 

 それではおおむね議論の取りまとめということでありましたので、事務局を代表して、

井上省エネルギー・新エネルギー部長から一言ご挨拶をいただきたいと思いますが、よろ

しゅうございますか。 

○井上省エネルギー・新エネルギー部長 

 先生ありがとうございます。井上でございます。 

 委員の先生方、本当にありがとうございました。地域と共生した再エネの導入拡大に向

けまして、大変密度の濃いご議論を行っていただいたと考えております。本日、第二次取

りまとめ案をまとめていただきました。事務局を代表しまして、心からお礼申し上げます。 

 このワーキンググループでは、昨年 10月以降、再エネの長期電源化・地域共生に向けた

措置の方向性についてご議論をいただき、その成果につきましては、今年５月に成立した

再エネ特措法の改正を含む GX脱炭素電源法に盛り込ませていただきました。また、本年５

月以降の本ワーキンググループ第二シーズンでは、林発等の土地開発に関する許認可をＦ

ＩＴ／ＦＩＰの申請要件化する制度をご議論いただいた後、改正再エネ特措法の施行に向

けた詳細設計等のため、周辺地域の住民に対する説明会の開催等をはじめとする幅広い論

点につきまして集中的にご議論をいただきました。ご議論の中では、事業規律を強化して、

地域との共生を図るという観点、制度の透明化・明確化により住民や事業者の皆様の予見

性を確保するという観点、地域やビジネスのプラクティスを踏まえるという観点などなど、 

様々な観点のバランスを取りながら、難しい論点につきましても丁寧にご議論を重ねてい

ただいたと考えております。本日の第二次取りまとめ案につきましては、パブリックコメ

ントを経た上で、省令等の具体的な制度設計に落とし込んでまいりたいと考えております。

また、制度開始後におきましても、各制度の趣旨に照らしつつ、必要に応じて、本ワーキ

ンググループでもご議論をいただきながら、不断の見直しを行い、制度のさらなる充実化

を図ってまいりたいと、かように考えております。 

 山内先生をはじめ、委員の先生方、本当にありがとうございました。諸先生方のご尽力

に重ねてお礼申し上げ、私からのご挨拶とさせていただきます。ありがとうございました。 

○山内座長 



28 

 はい、井上部長ありがとうございました。 

 それで、私からも一言ちょっとご挨拶を申し上げたいというふうに思います。 

 ご承知のように、今年の５月に GX脱炭素電源法が成立して、これは再エネ特措法の改正

も含まれているわけですよね。それを受けて、今回、前回、合計６回にわたって集中的な

ご議論をいただきました。そして今日取りまとめということであります。率直に言って私

は経済の人間で、皆さん法律の関係の先生方にご議論いただいたんですけども、議論の緻

密さといいますか、それに本当に敬服をするところだったというふうに思っておりまして、

その意味ではこれは皆さんのおかげでうまく取りまとめられたんじゃないかなというふう

に思っておりまして、厚く御礼申し上げたいというふうに思います。 

 それで、ご承知のようにその 2050年カーボンニュートラルという言葉ですね、これで再

エネが 36％～38％ですか。これを政府目標としているわけで、これを実現するには、やっ

ぱり地域と共生しなきゃいけない。あるいは地域に対する安全性とか、それから安心・安

全で言えば将来の廃棄問題ですね。こういったものをちゃんと解決していかなきゃいけな

いと。いろいろな事故もあって地域の懸念というのがあるわけでありまして、こういった

ところで共生しないと目標は達成できないというわけでございまして、その意味では、今

回、大きな進歩であったかというふうに、私が言うのもなんですけれども、そういうふう

に思っております。 

 今回のワーキングで、ある意味で２段階でやったというふうに思います。 

 まず、林発等ですね、隣地の開発等のその土地開発関係の許認可があって、これをＦＩ

Ｔ／ＦＩＰの申請要件化するという制度の問題がありました。これについては皆さんにご

同意いただいた上で、これは緊急を要するということもあり、パブコメをかけていただい

て、先ほど、最初にもありましたけども、10 月１日から省令が施行されると、こういう段

階になっているわけですね。それから、改正再エネ特措法の施行に向けたその制度的な議

論として、周辺地域の住民の方に対する理解、その説明会開催等の幅広い論点がございま

した。これについては本当に、冒頭に申し上げましたが皆さんのいろいろな気づき、それ

から見識からご意見をいただいたところであります。それから自治体や事業者団体もヒア

リングをしましたが、個人的には非常にその回数を重ねて丁寧にご議論いただいたという

ふうに思っている次第であります。 

 そこで事務局にこれから、この今回取りまとめいただいたこと、それからパブコメをこ

れからやるわけですからパブコメをやって制度設計に反映するということ、それから自治

体、あるいはその関係省庁とも密に連携していただいて、実効的な制度へ落とし込んでい

ただくと、その運用を進めていただくと、こういうところをお願いしたいというふうに思

っております。 

 制度の実施状況を踏まえて、これからいろいろ課題もあろうかと思います。先ほどもご

意見もいただきました、走りながらというのも、実態はそうだったんだけども、そういっ

たところもありまして、実態を見ながらフォローアップして、そしてその直すべきところ
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を直していくということが必要だと思います。これは井上部長もおっしゃったとおりであ

ります。これは非常に、私いろんな制度をやらせていただきまして、非常に重要な点だと

いうふうに思っております。 

 改めて委員皆さんにご感謝申し上げて、最後のご挨拶とさせていただきます。どうもあ

りがとうございました。 

 それでは、以上をもちまして、本日の会合を閉会とさせていただきます。何度も言いま

すけれども、熱心にご議論いただきまして誠にありがとうございました。 


